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２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】スマート農業・省力化・ため池の事例
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２ 中国四国地域における農業農村整備の状況 【参考】国営地区の状況
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〇 管内における令和５（2023）年度の多面的機能支払制度の取組面積（農地維持支払）は146,619ha
で、前年に比べ780ha増加している。
〇 本事業の二期対策開始時の令和元（2019）年度には、高齢化による役員不足や事務負担を理由に減
少したものの、その後は取組面積は増加している。
〇 また、令和５年（2023）度の活動組織数は4,074組織（うち広域活動組織数は116組織）で、前年に
比べ20組織増加している。

注： 多面的機能支払は、平成19（2007）年度に農地・水・環境保全向上対策として開始。

多面的機能支払（農地維持支払）取組面積の推移（中国四国） 多面的機能支払（農地維持支払）活動組織数の比較（中国四国）

資料：農林水産省農村振興局調べ
※令和５年度（2023）実績の全国数値には、令和６年能登半島地震の影響に
より、石川県の数値を含んでいない。

資料：農林水産省農村振興局調べ

（単位：ha）

令和元年度
（2019）実績

令和２年度
（2020）実績

令和３年度
（2021）実績

令和４年度
（2022）実績

令和５年度
（2023）実績

全　 国 2,274,027 2,290,820 2,311,040 2,318,259 2,304,863

中国四国 141,619 142,483 145,065 145,839 146,619

中　   国 93,099 93,835 95,346 96,416 97,037

鳥 取 県 16,070 16,070 16,262 16,324 16,392

島 根 県 22,624 22,608 22,826 22,936 23,023

岡 山 県 15,903 16,500 17,182 18,071 18,310

広 島 県 18,440 18,568 18,854 18,979 18,917

山 口 県 20,061 20,088 20,221 20,106 20,395

四     国 48,520 48,648 49,719 49,423 49,582

徳 島 県 10,341 10,312 10,338 10,319 10,324

香 川 県 13,362 13,365 13,965 14,187 14,323

愛 媛 県 15,514 15,292 15,661 15,200 15,209

高 知 県 9,302 9,680 9,755 9,717 9,726
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うち広域活
動組織数

うち広域活
動組織数

うち広域活
動組織数

中国四国 4,054 115 4,074 116 20 1

中     国 2,809 93 2,822 94 13 1

鳥 取 県 623 21 624 20 1 △ 1 

島 根 県 614 31 618 31 4 0

岡 山 県 501 10 510 10 9 0

広 島 県 767 14 761 16 △ 6 2

山 口 県 304 17 309 17 5 0

四   　国 1,245 22 1,252 22 7 0

徳 島 県 163 18 165 18 2 0

香 川 県 318 3 325 3 7 0

愛 媛 県 432 0 432 0 0 0

高 知 県 332 1 330 1 △ 2 0

活動組織数 活動組織数

令和4(2022)年度
（実績）

令和5(2023)年度
（実績） 令和4(2022)年度から令

和5(2023)年度の増減

３．中国四国地域における農村の振興
（１）多面的機能支払制度



○ 多面的機能支払交付金制度に「取組あり」の集落は、「取組なし」の集落に比べ、集落内の寄り合い回数や地
域活性化のための活動数が多いことから、農村コミュニティ内外の交流・連携等が進展している。

○ 農村地域の高齢化や人口減少等に伴う、地域の共同活動等の脆弱化による持続的な多面的機能の発揮に支障を
来さないよう、また、水路等の維持管理負担の軽減による担い手への規模拡大等を後押するためにも、本制度の
取組面積の維持・拡大が不可欠である。
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環境美化・自然環境の保全
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農業集落行事（祭り・イベントなど）の実施
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農業集落内の福祉・厚生
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その他（定住推進、グリーン・ツーリズム、

６次産業化、再生可能エネルギーへの取組）

資料：農林水産省「農林業センサス」を基に作成
比較条件；多面取組あり（①+②）

①多面的機能支払の対象組織と中山間地域等
直接支払の協定の両方あり
②多面的機能支払の対象組織のみあり

多面取組なし（③+④）
③中山間地域等直接支払の協定のみあり
④多面的機能支払の対象組織と中山間地域等
直接支払の協定の両方なし

令和３(2021)年活性化のための活動をしている地域集落の割合（中国四国）
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令和３(2021)年集落内の平均寄り合い

開催数（中国四国）

35



農地還元
54%

建設資材
14%

その他
32%

（全国）

農地還元
59%建設資材

25%

その他
17%

（中国四国）

○ 農村整備事業（農業集落排水施設整備事業）では、中国四国管内40万人（全国294万人）を対象とす

る農業集落排水施設のうち、大規模施設や被災リスクのある施設の強靱化、維持管理の効率化等に資す

る施設の高度化や、国内資源である農業集落排水汚泥の農地還元を推進するために必要な調査・調整、

技術的検討及び計画策定を支援している。

【汚泥の再生利用】

出展：地域整備課調べ（令和5年12月）

（集落排水汚泥リサイクルの状況）
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３．中国四国地域における農村の振興
（２）農業集落排水施設の整備

【管内の農業集落排水施設及び営農飲雑用水施設 】

出展：地域町整備課調べ（令和7年1月）

管内の農業集落排水施設の事例（岡山県鏡野町） 管内の堆肥化化施設の事例（徳島県海洋町）


